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なお、当該実績が国土交通省（旧建設省、
旧港湾建設局及び北海道開発庁を含む）及び
内閣府沖縄総合事務局開発建設部の発注した
工事のうち入札説明書に示すものに係る実績
である場合にあっては、工事成績評定通知書
に記載されている工事成績評定点（以下「評
定点」という。）が入札説明書に示す点数未満
のものを除く。
また、当該実績の発注機関が一般財団法人
日本建設情報総合センターの「工事実績情報
システム（ＣＯＲＩＮＳ）」（以下、「ＣＯＲＩ
ＮＳ」という。）に登録を義務付けている場合
は、ＣＯＲＩＮＳに登録されていなければ、
実績として認めない。
 「橋梁上部工の品質・耐久性向上に関する
施工計画」が適正であること。
 次に掲げる基準を満たす主任技術者又は監
理技術者を当該工事に専任で配置できるこ
と。
ただし、建設業法（昭和24年法律第100号）
第26条第３項に該当しない場合は、専任の義
務は有しない。
なお、申請できる配置予定技術者は同一の
１名とし、２名以上申請した場合は、競争参
加資格がないものとする。
 競争参加者と直接的かつ恒常的な雇用関
係にあること。
 １級土木施工管理技士又はこれと同等以
上の資格を有する者であること。
なお、主任技術者の場合は、次に示す資
格を有する者でなければならない。
ア）「土木工事共通仕様書（中国地方整備局
版）第１編第１章追加主任技術者又は監
理技術者及び専門技術者第２項」に示す
資格を有する者。
イ）ア）以外の主任技術者の場合には、「建
設業法第７条第２号イ、ロ又はハ」に示
す資格を有する者。
（建設業法施行規則第７条の三及び国土交
通省告示第1424号（平成17年12月16日）参
照）
 平成11年度以降に元請けとして完成・引
き渡しが完了した、上記の同種工事の経
験を有する者であること。
共同企業体の構成員としての実績は出資
比率が20％以上であること。ただし、乙型
ＪＶ（異工種ＪＶ）の同種工事の施工実績

については、出資比率に関わらず各構成員
が施工を行った分担工事の実績であるこ
と。
事業協同組合及び協業組合にあっては当
該組合施工の場合に限る。
経常ＪＶにあっては、構成員のうち１社
の主任技術者又は監理技術者が上記の工事
経験を有していればよい。

３ 総合評価に関する事項
 本工事の総合評価における評価項目及び評
価の着目点は、次のとおりとする。
以下、技術提案（具体的な施工計画）とは、
標準案と一部又は全て異なる施工方法で施工
することをいい、標準案とは、入札説明書（添

付図面等を含む。）の設計図面及び仕様等に示
した施工方法にしたがって施工することをい
う。
１）施工体制（施工体制評価点）
 品質確保の実効性
「工事の品質確保のための適切な施工
体制」について着目し評価する。
 施工体制確保の確実性
「工事の品質確保のための施工体制の
ほか、必要な人員及び材料の確保等の適
切な施工体制」について着目し評価する。

２）技術提案（具体的な施工計画）（加算点）
 橋梁上部工の品質・耐久性向上に関す
る施工計画
本橋梁は「場所打ちによるプレストレ
ストコンクリート橋」であり、プレスト
レストコンクリートの性能は、構造物に
所定のプレストレスを加えるとともに、
そのプレストレスを長期にわたり保持す
ることで確保されることから、その品
質・耐久性は重要であるため、重要な部
位である主桁等について技術提案を求め
る。
〇プレストレスコンクリート部材は、緊
張材や鉄筋が錯綜して配置される箇所
に、高強度コンクリートで粘性が大き
いコンクリートを打ち込むため、コン
クリートがいきわたるように配合や打
込み及び締固めにあたっては留意する
必要がある。また、高強度コンクリー
トは、単位セメント量が多く、硬化の
際の発熱量が大きいことなどから、養
生に留意する必要がある。
〇緊張及びグラウトの施工は耐久性に影
響する最も重要な作業である。しかし、
コンクリートに与えられる応力は目視
できないため、その品質と施工に留意
する必要がある。
〇地覆・壁高欄コンクリートは、温度変
化による収縮によってひび割れが生じ
やすく、地覆・壁高欄コンクリートの
ひび割れに留意する必要がある。
以上のことから、「橋梁上部工の品質・
耐久性向上に関する施工計画」に着目し
評価する。

 入札参加者は「価格」及び、「価格以外の要
素」をもって入札に参加し、次の～の要
件に該当する者のうち、下記によって得ら

れる標準点と施工体制評価点と加算点の合計
を入札価格で除した数値（以下「評価値」と
いう。）の最も高い者を落札者とする。
 入札価格が予決令第79条の規定に基づい
て作成された予定価格の制限範囲内である
こと。
 「橋梁上部工の品質・耐久性向上に関す
る施工計画」が入札説明書に記載した要求
要件を満たしていること。
 評価値が、標準点を予定価格で除した数
値（「基準評価値」）に対して下回らないこ
と。

 得点配分の詳細は、入札説明書による。
 上記において、評価値の最も高い者が２
人以上あるときは、当該者にくじを引かせて
落札者を決定する。

４ 入札手続等
 担当部局 〒7308530 広島県広島市中区
上八丁堀６番30号 国土交通省中国地方整備
局総務部契約課 ＴＥＬ0822219231（代
表）内線2526
 入札説明書の交付期間、場所及び方法
 入札説明書は、平成27年２月18日から平
成27年６月３日までに電子入札システムか
ら入手するものとする。
電子入札システム
http://www.e-bisc.go.jp/

 電子入札システムの利用ができない場合
は、以下の交付場所でも交付する。
交付期間：平成27年２月18日から平成27年

６月３日までのうち閉庁日を除
く毎日の10時00分から17時00分
までとする。

交付場所：広島県広島市中区上八丁堀６番
30号 国土交通省中国地方整備
局総務部契約課

申込み方法：事前の申込みは不要であり、
交付場所で手交する。郵送又
はＦＡＸによる入手申込みは
認めない。

 申請書及び資料の提出期間、場所及び方法
申請書は、平成27年２月19日から平成27年
３月９日17時までに、電子入札システムによ
り提出すること。ただし、発注者の承諾を得
た場合は、平成27年２月19日から平成27年３
月９日17時まで（土曜日、日曜日、祝日を除
く）に、上記４に直接持参又は郵送（書留
郵便に限る。必着のこと。）すること。

なお、当該実績が国土交通省（旧建設省、
旧港湾建設局及び北海道開発庁を含む）及
び内閣府沖縄総合事務局開発建設部の発注
した工事のうち入札説明書に示すものに係
る実績である場合にあっては、評定点が入
札説明書に示す点数未満のものを除く。
また、当該実績の発注機関がＣＯＲＩＮ
Ｓに登録を義務付けている場合は、ＣＯＲ
ＩＮＳに登録されていなければ、実績とし
て認めない。
 監理技術者にあっては、監理技術者資格
者証及び監理技術者講習修了証を有する者
であること。

 競争参加資格確認申請書（競争参加資格確
認のための添付資料を含む。以下「申請書」
という。）の提出期限の日から開札の日までの
期間に、中国地方整備局長から工事請負契約
に係る指名停止等の措置要領（昭和59年３月
29日付け建設省厚第91号）に基づく指名停止
を受けていないこと。
 本工事に係る設計業務等の受託者（受託者
が設計共同体の場合は各構成員をいう。以下
同じ。）、又は当該受託者と資本若しくは人事
面において関連がある又は特別な提携関係等
がある建設業者でないこと。
 入札に参加しようとする者の間に、資本関
係又は人的関係がないこと。（資本関係又は人
的関係がある物の全てが共同企業体の代表者
以外の構成員である場合を除く。）（入札説明
書参照）
 本工事に事業協同組合または協業組合とし
て申請書及び資料を提出した場合、その構成
員は単体として申請書及び資料を提出するこ
とはできない。
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